
第４０回香川県新型コロナウイルス対策本部会議 

（持ち回り開催） 

 

次      第 

 
 

日 時：令和３年３月１日（月） 

 

 

議題 

 

 

１．催物（イベント等）の開催制限について 

 

 

２．その他 



感染警戒期における対策（２月２０日以降）について 
 

令和３年２月１９日 

令和３年３月 １日改正 
 

１．県民への協力要請等（法第２４条第９項） 

（１）外出について 

○感染拡大地域（新規感染者数が５人以上/人口１０万人/週を目安）への不要不急の移動

については慎重に検討するよう協力要請 

また、新規感染者数が１５人以上/人口１０万人/週の地域にあっては、特に慎重に検討

するよう協力要請 

県外に移動した場合、帰県後１４日間は行動記録を取るよう協力要請 

〇外出する場合は、適切な感染防止対策を徹底して行動するよう協力要請 

  別添１（省略）：気をつけていただきたいこと 

○発熱等の症状がある場合は、都道府県をまたぐ移動はもとより、外出を控えるよう協力

要請 

○業種ごとに策定される感染拡大予防ガイドライン等に基づく感染防止策が徹底されて

いない施設等への外出を控えることを協力要請 

   別添２（省略）：業種別ガイドライン 

 ○厚生労働省「新型コロナウイルス接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）」を積極的にインスト

ールするよう協力要請 

 ○施設や店舗等の利用、イベント参加の際、県が導入したＬＩＮＥアプリ「かがわコロナ

お知らせシステム」を積極的に利用することを協力要請 

  別添３（省略）：かがわコロナお知らせシステム 

※ただし、感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、外出の自粛

に関して速やかに必要な協力要請等を行う。 
 

（２）新しい生活様式の徹底について 

○「三つの密」の回避や「人と人の距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗いなどの手指衛

生」をはじめとした基本的な感染対策を徹底することを協力要請 

別添４（省略）：「人の接触を８割減らす１０のポイント」 

（令和２年４月２２日、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議） 

  別添５（省略）：「新しい生活様式（生活スタイル）の実践例」 

（令和２年５月４日、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議、一部改正） 

 ○大人数での会食や飲み会を避けること、大声を出す行動（飲食店等で大声で話す、カラ

オケやイベント、スポーツ観戦等で大声を出すなど）を自粛することについて協力要請 

○会食をする際には、座席間隔の確保や換気などの三密回避を徹底するよう協力要請 

〇感染リスクが高まる「５つの場面」に留意し、そうした場面での会食については、「感染

リスクを下げながら会食を楽しむ工夫」を行うよう協力要請 

別添６（省略）：感染リスクが高まる「５つの場面」及び感染リスクを下げながら会

食を楽しむ工夫（令和２年１０月２３日、新型コロナウイルス感染症対策分

科会） 
 

２．事業者への協力要請等（法第２４条第９項） 

○業種ごとに策定される感染拡大予防ガイドラインや県が策定した適切な感染防止対策

に基づき、感染防止対策の徹底を図ることを協力要請 

別添２（再掲）：業種別ガイドライン 

別添７（省略）：今後における適切な感染防止対策 

資料１ 



別添８（省略）：飲食事業者の皆様へ「店舗等での感染防止策の確実な実践」 

○適切な感染防止対策を講じた上で、ＬＩＮＥアプリ「かがわコロナお知らせシステム」

を積極的に導入・様式掲示するなど、感染防止対策を徹底していることを示す様式を掲

示することを協力要請 

別添３（再掲）：かがわコロナお知らせシステム 

別添９（省略）：掲示様式「新型コロナウイルスうつらない、うつさない」 

○在宅勤務（テレワーク）、オンライン会議などの積極的な活用により、出勤者数の低減

に取り組むことを協力要請。特に、この期間は集中的に協力要請 

○出勤した場合には、座席間の間隔を取ることや従業員の執務オフィスの分散を促すこと

を協力要請 

○時差出勤、自家用車・自転車・徒歩等による通勤等、人との接触を低減する取組みを推

進することを協力要請 

○事業所に関係する方が感染した際には、保健所の調査に協力することを協力要請 

○医療機関及び高齢者施設等の設置者において、以下の取組みを実施するよう協力要請 

 ・従事者等が感染源とならないよう、「三つの密」が生じる場を徹底して避けること 

 ・症状がなくても患者や利用者と接する際にはマスクを着用すること 

 ・手洗い・手指消毒を徹底すること 

 ・パソコンやエレベーターのボタン等複数の従事者が共有するものは定期的に消毒する

こと 

 ・食堂や詰め所でマスクを外して飲食をする場合、他の従事者と一定の距離を保つこと 

 ・日々の体調を把握して症状があれば早めの受診をすること 

○介護施設等の設置者に対し、県及び高松市が当該施設従事者を対象に緊急に実施する一

斉検査の受検に協力することを協力要請 

 

３．催物（イベント等）の開催（法第２４条第９項） 

○催物（イベント等）の開催については、「新しい生活様式」や業種ごとに策定される

感染拡大予防ガイドライン等に基づく適切な感染防止策を講じることを協力要請 

協力要請に応じていただくことを前提にして、国の基本的対処方針等を踏まえ、催物

（イベント等）の開催制限の段階的緩和の当面の方針に沿った参加人数等での開催

を可能とする。 

   別添１０：催物（イベント等）の開催制限の段階的緩和の当面の方針について 

   別添１１：催物（イベント等）の開催にあたっての留意事項について 
 

４．県有施設等における対応 

 ○適切な感染防止対策を講じた上で、開館 
 

５．県の対応 

 ○感染事例に関する疫学的調査を積極的に進める。 

 ○ＰＣＲ検査の充実強化を図る。 

 ○県の新型コロナウイルス感染症対策予算を速やかに執行する。 
 

６．国の緊急事態宣言を踏まえた本県の対応 

（別紙「国の緊急事態宣言を踏まえた本県の対応」のとおり） 



 
 

催物（イベント等）の開催制限の段階的緩和の当面の方針について 
令和２年９月１５日 

令和２年１１月１７日改正 

令和３年 ３月 １日改正 

催物開催の目安 下記の①人数上限及び②収容率要件による人数のいずれか小さい方を限度とする。（当面４月末まで） 
 

① 人数上限の目安 

適切な感染防止対策に留意し、開催制限の緩和を適用する場合の条件（「催物（イベント等）の開催にあたっての留意事項について」別添 11）

が担保されている場合 

５，０００人又は収容定員の５０％のいずれか大きい方 

（つまり収容定員が１万人以下の会場は５，０００人、１万人超の会場は収容定員の５０％が上限となる） 

開催制限の緩和を適用する場合の条件が担保されていない場合は、中止も含めて慎重に検討すること 

② 収容率の目安 

 参加者が大声での歓声、声援等を発し、または歌

唱すること等がない催物（※１） 

参加者が大声での歓声、声援等を発し、又は歌唱

すること等が想定されるもの催物 

参加者の位置が固定され、入退場や区域内の適

切な行動確保（※２）ができる催物 
収容定員までの参加人数 

原則として収容定員の５０％までの参加人数 

異なるグループ間又は個人間では座席を一つ 

空けることとしつつ、同一グループ内（５名 

以内）では座席等の間隔を設ける必要はない 

（参加人数は収容定員の５０％を超えることも

ありうる）。 

参加者が自由に移動で

きるものの、入退場や区

域内の適切な行動確保

ができる催物 

収容定員が設定され

ている場合 
収容定員までの参加人数 収容定員の５０％までの参加人数 

収容定員が設定され

ていない場合 

密が発生しない程度の間隔（最低限人と人が接

触しない程度の間隔）を空けること 

十分な人と人との間隔（１ｍ）を空けること 

※１）これまでの当該イベントの出演者等による類似のイベントの開催実績において、参加者が歓声、声援等を発し、又は歌唱する等の実態がみられていないこと

（開催実績がない場合、類似の出演者によるこれまでのイベントに照らし、観客が歓声、声援等を発し、又は歌唱することが見込まれないもの）。 

※２）マスクの着用を含め、個別の参加者に対して感染防止対策（別添 11）の徹底が行われること。また、演者と観客間の距離が適切に保たれている等、感染防止

対策が業種ごとに策定された感染拡大防止ガイドラインに盛り込まれ、それに則った感染防止対策が実施されること。  

別添１０ 



 
 

催物の類型ごとの整理 
 

イベントの性質 いずれも適切な感染防止対策を講じ、入退場や区域内の適切な行動確保ができるもの 
全国的又は広域的な

人の移動が見込まれ

るものや参加者の把

握が困難なもの 

座席等 参加者の位置が固定されているもの 参加者が自由に移動できるもの 

参加者の大声での歓

声・声援の想定 

参加者の大声での歓

声・声援等がないこと

を前提としうるもの 

参加者の大声での歓

声・声援等が想定され

るもの 

参加者の大声での歓

声・声援等がないこと

を前提としうるもの 

参加者の大声での歓

声・声援等が想定され

るもの 

イベントの例 

（詳細は次頁を参考に

されたい） 

・クラシック音楽コン

サート、演劇、舞踏、

伝統芸能、芸能・演

芸、講演・式典等 

・飲食を伴うが、発声

がないもの（※１） 

 

・ロック・ポップコン

サート等 

・スポーツイベント、

公営競技、公演、ライ

ブハウス、ナイトク

ラブでのイベント等 

展示会等 地域の祭り・行事等 花火大会、野外フェス

ティバル等 

収容定員 1万人以下 

 

５，０００人以内 

 

５，０００人以内かつ 

収容定員の５０％以内 

（※２） 

 

５，０００人以内 

 

５，０００人以内かつ 

収容定員の５０％以内 引き続き、中止を含め

て慎重に検討すること

（開催する場合には、

入退場や区域内におい

て、十分な人と人との

間隔（１ｍ）を設けるな

ど適切な行動を確保す

ることとし、当該間隔

の維持が困難な場合

は、開催について慎重

に検討すること） 

（※３） 

収容定員１万人超 

 

収容定員の５０％以内 

 

 

収容定員の５０％以内 

 

 

収容定員の５０％以内 

 

収容定員の５０％以内 

収容定員が設定され

ていない場合 
― ― 

密が発生しない程度

の間隔（最低限人と人

が接触しない程度の

間隔）を空けること 

十分な人と人との間

隔（１ｍ）を空けるこ

と 

その他 

（誘客施設等への適用） 

映画館等 遊園地（絶叫系アトラ

クション）等 

美術館、博物館、動植

物園、水族館、遊園地

等 

 

― 



 
 

※１）飲食を伴うが、発声がない場合における感染防止策 

具体的な条件（感染防止策） 

食事時以外のマスク

着用厳守 

・入場時に着用を確認し、必要に応じマスクの配布、販売を実施すること 

・イベント前に飲食時以外のマスク着用徹底を動画上映・アナウンス等で周知すること 

・イベント中の適切な監視体制を構築し、確実なマスク着用を求めること 

・着用状況を踏まえ、必要に応じ一層の周知を図る 

発声が想定される場

合の飲食禁止 

・例えば、映画の場合は、発声が想定される場面（例：上映前後・休憩中のシアター内等）での飲食禁止 

・その他の催物についても、上記の要件に照らし、会話の有無を判断し、会話があり得る場面では飲食禁止を徹底 

十分な換気 ・二酸化炭素濃度 1000ppm 以下かつ二酸化炭素濃度測定機器等で当該基準を遵守していることが確認できること、また

は機械換気設備による換気量が 30㎥/時/人以上に設定されており、かつ、当該換気量が実際に確保されていること 

（野外の場合は確認を要しない） 

連絡先の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握 

・接触確認アプリ（COCOA）やかがわコロナお知らせシステム導入に向けた具体的措置の徹底 

※アプリの QR コードを入口に掲示すること等 

食事時間の短縮 ・長時間の飲食が想定されうる場合は、マスクを外す時間をなるべく短くするため、食事時間短縮のための措置を講ず

るよう努めること 

※２）異なるグループ間又は個人間では座席を一つ空けることとしつつ、同一グループ内（５名以内）では座席等の間隔を設ける必要はない（参

加人数は収容定員の５０％を超えることもありうる）。 

※３）「十分な人と人との間隔 （１ｍ）」が設けられ、かつ、「当該間隔の維持」が可能となる場合の感染防止策 

具体的な条件（感染防止策） 

身体的距離の確保 ・移動時の適切な対人距離の確保（誘導人員の配置等） 

・区画あたりの人数制限、ビニールシート等を用いた適切な対人距離の確保 

密集の回避 ・定点カメラ・デジタル技術等による混雑状況のモニタリング・発信 

・誘導人員の配置 

・時差・分散措置を講じた入退場 

飲食制限 ・飲食用に感染防止策を行ったエリア以外での飲食の制限 

・休憩時間中及びイベント前後の食事等による感染防止の徹底 

・過度な飲酒の自粛 

大声を出さないこと

の担保 

・大声を出す者がいた場合、個別に注意等ができるもの 

催物前後の行動管理 ・イベント前後の感染防止の注意喚起 

＊可能な限り、予約システム、デジタル技術等の活用により分散利用を促進 

連絡先の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握 

・接触確認アプリ（COCOA）やかがわコロナお知らせシステム導入に向けた具体的措置の徹底 

※アプリの QR コードを入口に掲示すること等 



 
 

 



（参考）各種イベントにおける大声での歓声・声援等がないことを前提としうる／想定されるものの例 

 

大声での歓声・声援等がないことを前提としうるものの例 大声での歓声・声援等が想定されるものの例 

音楽 音楽 

クラシック音楽（交響曲、管弦楽曲、協奏曲、室内楽曲、器楽曲、声楽

曲 等）、歌劇、楽劇、合唱、ジャズ、吹奏楽、民族音楽、歌謡曲等のコ

ンサート 

ロックコンサート、ポップコンサート 等 

演劇等 スポーツイベント 

現代演劇、児童演劇、人形劇、ミュージカル、読み聞かせ、手話パフォ

ーマンス 等 

サッカー、野球、バスケットボール 等 

舞踊 公営競技 

バレエ、現代舞踊、民族舞踊 等 競馬、競輪、競艇 

伝統芸能 公演 

雅楽、能楽、文楽・人形浄瑠璃、歌舞伎、組踊、邦舞 等 キャラクターショー、親子会公演 等 

芸能・演芸 ライブハウス・ナイトクラブ 

講談、落語、浪曲、漫談、漫才、奇術 等 ライブハウス・ナイトクラブにおける各種イベント 

公演・式典 ※遊園地（いわゆる絶叫系のアトラクション）についても同様

の考え方を適用 各種講演会、説明会、ワークショップ、各種教室、行政主催イベント、

タウンミーティング、入学式・卒業式、成人式、入社式 等 

展示会  

各種展示会、商談会、各種ショー 

※映画館、美術館、博物館、動植物園、水族館、遊園地等についても同

様の考え方を適用 

（注）・上記は例示であり、実際のイベントが上のいずれに該当するかについては、大声での歓声・声援等が想定されるか否かを個別具

体的に判断する必要がある。 

・食事を伴うイベントについては、「大声での歓声、声援等がないことを前提としうるもの」には該当しないものとして取り扱うこと

とするが、飲食を伴うがイベント中の発声がないことを前提としうる催物について、別添 10 の※１）が全て担保される場合に限り、

イベント中の飲食を伴っても「大声での歓声、声援等がないことを前提としうるもの」として取り扱うことができることとする。 



催物（イベント等）の開催にあたっての留意事項について 
 

令和２年 ７月１０日 

令和２年 ８月２１日改正 

令和２年 ９月１５日改正 

令和２年１１月１７日改正 

 

香川県新型コロナウイルス対策本部 

 

催物（イベント等）の開催については、別紙「催物（イベント等）の開催制限の段

階的緩和の当面の方針について」のほか、開催の検討に当たって、イベント主催者及

びイベントを開催する施設の管理者は、感染防止の観点から下記の点に留意してくだ

さい。 

また、イベントへの参加者は、イベント主催者及びイベントを開催する施設の管理

者からの下記の点に係る協力依頼等について、御協力をお願いします。 

 

記 

 

・イベントを開催する際には、熱中症等の対策が必要な場合を除き、原則、マスクを

着用することを促すこと。マスクを持参していない者がいた場合は主催者側でマス

クを配布し、着用率１００％を担保すること。また、こまめな消毒や手洗いなど、

「新しい生活様式」に基づく行動を徹底することを促すこと。 

 

・入場時等に検温を実施し、発熱等の症状がある者はイベントの参加を控えてもらう

ようにすること。その際の払い戻し措置等を規定しておくこと。 

 

・イベントを開催する前に、イベント参加者に接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）をイン

ストールすることを促すこと。また、感染拡大防止のためにイベント参加者の連絡

先等の把握を徹底すること。あわせて、ＬＩＮＥアプリ「かがわコロナお知らせシ

ステム」の導入を検討し、イベント参加者に対しシステムの利用を促すこと。 

 

・大声を出す者がいた場合、個別に注意、対応等ができるよう体制を整備すること。

スポーツイベント等では、ラッパ等の鳴り物を禁止し、個別に注意、対応等ができ

るよう体制を整備すること。 

 

・イベントを開催する際には、入退場時、休憩時間や待合場所等を含め、いわゆる三

密（密集、密接 、密閉）の環境を作らないよう徹底すること。休憩時間中及びイベ

ント前後の食事等での感染を防止すること。入場口・トイレ・売店等の密集が回避

できない場合はそのキャパシティに応じ、目安の人数上限等を下回る制限を実施す

ること。 

 

・演者、選手等と観客がイベント前後、休憩時間等に接触しないよう確実な措置を講

じるとともに、接触が防止できないおそれがあるイベントについては開催を見合わ

せること。有症状者は出演・練習を控えること。 
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・イベントを開催する前後には、公共交通機関・飲食店等での密集を回避するために、

交通機関・飲食店等の分散利用を注意喚起するとともに、可能な限り予約システム

等の活用により分散利用を促進すること。 

 

・イベント等におけるクラスターの発生があった場合、主催者は、感染防止対策の徹

底、イベント等の無観客化、中止又は延期等の協力に応じること。 

 

・その他、施設内のこまめな消毒や換気など、感染拡大予防のための業種別ガイドラ

イン等に則した感染防止策を徹底すること。 

 

・大声を伴う可能性のあるイベントでは隣席との身体的距離を確保するほか、演者が

発声する場合には、舞台から観客の間隔を２ｍ確保するとともに、混雑時の身体的

距離を確保した誘導や密にならない程度の間隔を確保すること。 

 

・主催者及び施設管理者が、業種別ガイドラインに従った取組みを行う旨、ＨＰ等で

公表すること。 

 

・全国的な移動を伴うイベント又はイベント参加者が 1,000 人を超えるような大規模

イベントの開催を予定する場合には、県（問い合せ先は下表のとおり）に事前相談

をすること。 

イベント等種別 問い合せ先 電話番号 

コンサート等 香川県 文化芸術局 文化振興課 087-832-3784 

展示会等 香川県 商工労働部 経営支援課 087-832-3339 

プロスポーツ等 香川県 交流推進部 交流推進課 087-832-3055 

その他 香川県 政策部 政策課 087-832-3126 

 



事前相談シート 
相談日 令和  年  月  日（ ） 

イベント主催者 団 体 名                    

        代表者名                    

        住   所                    

        連 絡 先                    

        担当者名                    

１ イベント内容 

イ ベ ン ト 名  

イ ベ ン ト 概 要 
 

 
参加者の歓声・声援等の想定（どちらかに〇） 

有  ・  無 

イベント実施施設 
 
（どちらかに〇） 

屋内・屋外 
 

施設名               収容定員     名 

座席等（どちらかに〇） 
参加者の位置が固定されている・参加者が自由に移動できる 

所在地 
連絡先 

イベント実施日時 
 令和 年  月  日（  ）  時  分 ～  時  分 
～令和 年  月  日（  ）  時  分 ～  時  分 

参 加 人 数 見 込                   人程度 

参 加 地 域 見 込  （全国、関東圏、関西圏、中四国、四国、県内のみ等） 

２ イベント開催にあたっての対応 

留 意 事 項 
実施する 
ものに○ 

○ 「催物（イベント等）の開催制限の段階的緩和の当面の方針について」で示されている人
数上限・収容人数の範囲である。 

 

○ 入場時等に検温を実施し、発熱等の症状がある者はイベントの参加を控えてもらうようにする。  
○ 上記の際の払い戻し措置等を規定している。  
○ イベントを開催する前に、イベント参加者に接触確認アプリ（ＣＯＣＯＡ）をインストー
ルすることを促す。 

 

○ イベント参加者の連絡先等の把握を行う。  

○ ＬＩＮＥアプリ「かがわコロナお知らせシステム」の導入を検討し、イベント参加者に対
しシステムの利用を促す。 

 

○ イベントを開催する際には、熱中症等の対策が必要な場合を除き、原則、マスクを着用す
ることを促す。マスクを持参していない者がいた場合は主催者側でマスクを配布し、着用率
１００％を担保すること。また、こまめな消毒や手洗いなど、「新しい生活様式」に基づく
行動を徹底することを促す。 

 

〇 大声を出す者がいた場合、個別に注意、対応等ができるよう体制を整備する。スポーツイベ
ント等では、ラッパ等の鳴り物を禁止し、個別に注意、対応等ができるよう体制を整備する。 

 

○ イベントを開催する際には、入退場時、休憩時間や待合場所等を含め、いわゆる三密（密
集、密接 、密閉）の環境を作らないよう徹底する。休憩時間中及びイベント前後の食事等
での感染を防止すること。入場口・トイレ・売店等の密集が回避できない場合はそのキャパ
シティに応じ、目安の人数上限等を下回る制限を実施する。 

 

〇 演者、選手等と観客がイベント前後、休憩時間等に接触しないよう確実な措置を講じると
ともに、接触が防止できないおそれがあるイベントについては開催を見合わせる。有症状者
は出演・練習を控える。 

 

〇 イベントを開催する前後には、公共交通機関・飲食店等での密集を回避するために、交通
機関・飲食店等の分散利用を注意喚起するとともに、可能な限り予約システム等の活用によ
り分散利用を促進する。 

 

〇 イベント等におけるクラスターの発生があった場合、主催者は、感染防止対策の徹底、イ
ベント等の無観客化、中止又は延期等の協力に応じる。 

 

〇 大声を伴う可能性のあるイベントでは隣席との身体的距離を確保するほか、演者が発声
する場合には、舞台から観客の間隔を２ｍ確保するとともに、混雑時の身体的距離を確保し
た誘導や密にならない程度の間隔を確保する。 

 

〇 主催者及び施設管理者が、業種別ガイドラインに従った取組みを行う旨、ＨＰ等で公表す
る。 

 

○ その他、施設内のこまめな消毒や換気など、感染拡大予防のための業種別ガイドライン等
に則した感染防止策を徹底する。 

 

※ 開催チラシ等、参考になるものがあれば、あわせてお示しください。 
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別紙 

 

（映画館等で、飲食を伴うが、発声がない場合における感染防止策） 

留 意 事 項 
実施する

ものに〇 

食事時以外のマス

ク着用厳守 
・入場時に着用を確認し、必要に応じマスクの配布、販売を実施すること 

・イベント前に飲食時以外のマスク着用徹底を動画上映・アナウンス等

で周知すること 

・イベント中の適切な監視体制を構築し、確実なマスク着用を求めること 

・着用状況を踏まえ、必要に応じ一層の周知を図る 

 

発声が想定される

場合の飲食禁止 
・例えば、映画の場合は、発声が想定される場面（例：上映前後・休憩中

のシアター内等）での飲食禁止 

・その他の催物についても、上記の要件に照らし、会話の有無を判断し、

会話があり得る場面では飲食禁止を徹底 

 

十分な換気 ・二酸化炭素濃度 1000ppm 以下かつ二酸化炭素濃度測定機器等で当該基

準を遵守していることが確認できること、または機械換気設備による

換気量が 30 ㎥/時/人以上に設定されており、かつ、当該換気量が実際

に確保されていること（野外の場合は確認を要しない） 

 

連絡先の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握 

・接触確認アプリ（COCOA）やかがわコロナお知らせシステム導入に向け

た具体的措置の徹底 

※アプリの QR コードを入口に掲示すること等 

 

食事時間の短縮 ・長時間の飲食が想定されうる場合は、マスクを外す時間をなるべく短

くするため、食事時間短縮のための措置を講ずるよう努めること 

 

 

（花火大会・野外フェスティバル等で、「十分な人と人との間隔 （１ｍ）」が設けられ、かつ、「当該間隔の

維持」が可能となる場合の感染防止策） 

留 意 事 項 
実施する

ものに〇 

身体的距離の確保 ・移動時の適切な対人距離の確保（誘導人員の配置等） 

・区画あたりの人数制限、ビニールシート等を用いた適切な対人距離の

確保 

 

密集の回避 ・定点カメラ・デジタル技術等による混雑状況のモニタリング・発信 

・誘導人員の配置 

・時差・分散措置を講じた入退場 

 

飲食制限 ・飲食用に感染防止策を行ったエリア以外での飲食の制限 

・休憩時間中及びイベント前後の食事等による感染防止の徹底 

・過度な飲酒の自粛 

 

大声を出さないこ

との担保 

・大声を出す者がいた場合、個別に注意等ができるもの  

催物前後の行動管

理 

・イベント前後の感染防止の注意喚起 

＊可能な限り、予約システム、デジタル技術等の活用により分散利用

を促進 

 

連絡先の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握 

・接触確認アプリ（COCOA）やかがわコロナお知らせシステム導入に向け

た具体的措置の徹底 

※アプリの QR コードを入口に掲示すること等 
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事 務 連 絡 
令和３年２月２６日 

各都道府県知事 殿 

各府省庁担当課室 各位 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長 

基本的対処方針に基づく催物の開催制限、 

施設の使用制限等に係る留意事項等について 

令和２年１１月１２日付け事務連絡により通知したとおり、令和３年

３月以降の取扱いについては、今後検討の上、別途通知することとされ

ている。また、令和３年２月４日付け事務連絡により通知したとおり、緊

急事態宣言解除後の取扱いについては、別途通知することとされている。 

３月１日以降の催物開催及び緊急事態宣言解除後の取扱いについては、

当面４月末まで、下記のとおりとするので、留意されたい。緊急事態措置

等の概要は別紙１、イベント開催制限等の段階的緩和の概要は別紙２、

イベント開催時の必要な感染防止策は別紙３のとおり。

なお、実証調査等を通じて新たな知見が得られ、収束傾向が継続して

いる場合等には要件のあり方を検討することがあることに留意されたい。

また、５月以降の取扱いについては、今後検討の上、別途通知する。 

記 

１．催物の開催制限 

（１）特定都道府県

①催物の開催制限の目安

令和３年２月４日付け事務連絡１．（１）①のとおり取り扱うこと。 

特定都道府県等においては、３月１日以降の催物の開催制限の目安、施設の使用制

限等の留意事項に基づき、適正な運用を実施されたい。また、関係各府省庁におい

ては、関係団体等を通じて、営業時間短縮要請への協力、感染防止策の徹底等を促

すための適切な周知・助言等を行われたい。 

（参考）
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 ②人数上限及び収容率要件の解釈 

上記の人数や収容率の要件の解釈については、令和２年９月１１

日付け事務連絡１．（３）のとおり取り扱うこと。 

なお、上記の人数上限及び収容率要件の解釈について、令和２年９

月１１日付け事務連絡１．（３）の解釈のほか、以下の点について、

留意すること。 

 同一施設内で、別々に入退場管理する等、人の流れが厳密に管理

できる場合（例：同一展示場で、家具展と絵画展等、入退場口の

異なる複数の催物が開催される場合）、各催物等に対し、人数上限

及び収容率要件を適用しうることに留意すること。ただし、催物

開催時に、別々に入退場管理せず、自由な人の移動ができる場合

（例：１つの展示会中の催物として、複数の講習会を開催する場

合）には、自由移動できる催物全体で人数上限及び収容率要件を

適用すること。 

 人数上限及び収容率は、入退場管理が行われ、催物会場内の参加

者数が特定できる場合には、催物会場に同時に滞在する最大の参

加者数で算定すること。ただし、催物会場に同時に滞在する参加

者数が分からない場合は、１日当たりの参加者数などを用い、施

設内の収容状況を推定し、人数上限及び収容率を算定すること。 

 

 ③その他留意事項 

（Ⅰ）営業時間短縮等の働きかけ 

基本的対処方針三（３）３）を踏まえ、特定都道府県においては、

２０時までの営業時間短縮（酒類の提供は１１時から１９時まで）

を働きかけることとする。なお、無観客で開催される催物等につい

ては、営業時間短縮の働きかけの対象とする必要はない。 

   

（Ⅱ）本目安の取扱い 

上記の①、②及び③（Ⅰ）については、緊急事態宣言が発出され

た場合又は延長された場合、令和３年２月４日付け事務連絡１．（１）

③（Ⅱ）のとおり取り扱うこと。 

 

（Ⅲ）年度末等に向けて行われる行事等 

年度末等に向けて人の移動が活発になり、また、卒業式等の行事

の開催が見込まれる。こうした行事については、感染防止を徹底す
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るとともに、人と人との間隔を十分に確保する等、適切な開催方法

を検討するよう働きかけること。特に、より多くの人が集まる行事、

例えば、大学の卒業式は適切な開催のあり方を慎重に判断するよう

働きかけること。 

歓送迎会、新歓コンパ、飲食につながる謝恩会や花見及びこれ

に類するものについては、自粛を働きかけること。 

 

（２）緊急事態措置を実施すべき区域から除外された都道府県 

①催物の開催制限の目安 

基本的対処方針の三（３）６）に基づき、催物開催の目安を以下の

とおりとする。 

【緊急事態宣言解除から原則４月１１日※まで）】 

・収容定員が設定されている場合、「５，０００人又は収容定員

の５０％のいずれか大きい方」又は「１０，０００人」のいず

れか小さい方を上限とする。なお、収容定員が設定されていな

い場合は、１０，０００人以下で開催すること。 

・上記人数要件に加え、収容率の目安として、令和２年１１月１

２日付け事務連絡１．（１）②のとおり取り扱うこと。なお、

大声での歓声、声援等が想定される催物については、異なるグ

ループ又は個人間では座席を一席は空けることとしつつ、同一

グループ（５名以内に限る。）内では座席等の間隔を設ける必

要はないこと。すなわち、参加人数は、収容定員の５０％を超

えることもありうる。具体的には、各都道府県が個別イベント

の態様に応じて判断すること。 

・また、地域の行事、全国的・広域的なお祭り、野外フェス等に

ついては、令和２年１１月１２日付け事務連絡１．（２）のとお

り取り扱うこと。 

※ 緊急事態宣言解除から１か月程度、人流が多くなる春休み、土日を含まない観点から4月11日と設定 

 

②人数上限及び収容率要件の解釈 

本事務連絡１．（１）②のとおり取り扱うこと。 

 

③その他留意事項 

（Ⅰ）営業時間短縮等の働きかけ 
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各都道府県知事が地域の感染状況等に応じ、適切に判断すること。 

   

（Ⅱ）本目安の取扱い 

上記の①、②及び③（Ⅰ）について、以下のとおり取り扱うこと。 

 

（ⅰ）２月２８日に緊急事態措置の終了する府県 

１） ３月１日から７日までに開催される催物 

ア ２月４日付け事務連絡１．（１）③（Ⅱ）に記載の周知期間

までにチケット販売が開始された催物（優先販売など、名前の

如何に関わらず、何らかの形で販売が開始されているもの） 

・２月４日付け事務連絡１．（１）③（Ⅱ）に記載の周知期間ま

でに販売されたチケットは上記①、②及び③（Ⅰ）は適用せ

ず、キャンセル不要（ただし、本事務連絡１．（３）①の人数

上限等を超えるチケットについては、その超過分については

キャンセルが必要）と扱うこと。 

 
イ ２月４日付け事務連絡１．（１）③（Ⅱ）に記載の周知期間

以降にチケット販売が開始された催物 

・上記①、②及び③（Ⅰ）によること。  

 
２） ３月８日から４月１１日までに開催される催物 

 本目安は、本事務連絡が発出された日から、最大４日間の周

知期間を経て、その翌日から適用すること。 

ア 本事務連絡が発出された日までにチケット販売が開始され

た催物 

・本事務連絡が発出された日までに販売済のチケット及び周知

期間中に販売されるチケットは上記①、②及び③（Ⅰ）は適用

せず、キャンセル不要（ただし、本事務連絡１．（３）①の人

数上限等を超えるチケットについては、その超過分について

はキャンセルが必要）と扱うこと。ただし、周知期間終了後か

ら、新たな目安を超過するチケットの新規販売を停止するこ

と。 

 

イ 本事務連絡が発出された日までにチケット販売が開始され

ていない催物 
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  ・上記周知期間内に販売開始されるもの 

   周知期間内に販売されるチケットは、上記①、②及び③（Ⅰ）

は適用せず、キャンセル不要（ただし、本事務連絡１．（３）①

の人数上限等を超えるチケットについては、その超過分につい

てはキャンセルが必要）と扱うこと。ただし、周知期間終了後

から、本目安を超過するチケットの新規販売を停止すること。 

・上記周知期間後に販売開始されるもの 

上記①、②及び③（Ⅰ）によること。 

 

（ⅱ）３月７日に緊急事態措置が終了を予定する自治体 

・上記２）のとおり取り扱うこと。 

 

【原則４月１２日以降】 

令和２年１１月１２日付け事務連絡１．のとおり取り扱うこと。 

 

④ 年度末等に向けて行われる行事等  

卒業式、入学式、入社式等については、感染防止を徹底するととも

に、人と人との間隔を十分に確保する等、適切な開催方法を検討する

よう働きかけること。特に、より多くの人が集まる行事、例えば、大

学の卒業式、入学式や入社式等はより慎重な対策の上で適切な開催の

あり方を判断するよう働きかけること。 

歓送迎会、新歓コンパ、飲食につながる謝恩会や花見及びこれに

類するものについては、自粛を働きかけること。 

 

（３）その他の都道府県 

①催物の開催制限の目安等 

令和２年１１月１２日付け事務連絡１．のとおり取り扱うこと。 

 

② 年度末等に向けて行われる行事等 

卒業式、入学式、入社式等の行事については、感染防止を徹底すると

ともに、人と人との間隔を十分に確保する等、適切な開催方法を検討

するよう働きかけること。 

歓送迎会、新歓コンパ、飲食につながる謝恩会や花見及びこれに

類するものについては、自粛を働きかけること。 
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２．施設の使用制限等 

（１）特定都道府県 

 ①特措法に基づく営業時間の短縮等の要請を行う施設 

  基本的対処方針三（３）３）を踏まえ、令和３年２月４日付け事務

連絡２．（１）①のとおり取り扱うこと。なお、別途通知している通

り、「協力要請推進枠」に係る特措法担当大臣と協議の際、特定都道府

県については、働きかけ活動の実施計画を提出していただくことにな

っている点に留意すること。 

 

 ②①と同様の営業時間の短縮等の働きかけを行う施設 

   基本的対処方針三（３）３）を踏まえ、令和３年２月４日付け事務

連絡２．（１）②のとおり取り扱うこと。 

    

（２）特定都道府県の対象から除外された都道府県 

 ①特措法に基づく営業時間の短縮等の要請を行う施設 

「２．（１）① 特措法に基づく営業時間の短縮等の要請を行う施設」

に対する営業時間の短縮の要請については、地域の感染状況等を踏まえ

ながら、段階的に緩和すること。なお、営業時間及び対象地域等につい

ては、地域の感染状況等に応じ、各都道府県知事が適切に判断すること。 

 

②催物の開催制限に係る施設及び収容人数が５，０００人を超えるよ

うな大規模施設 

催物の開催制限に係る施設及び収容人数が５,０００人を超えるよ

うな大規模施設に対する使用制限の働きかけの目安について、以下の

通りとする。なお、本事務連絡１．（２）③（Ⅱ）を準用すること。 

 

（Ⅰ）人数上限の目安 

本事務連絡１．（２）①に準じること。なお、大規模施設について、

分散退場等、感染防止対策の一層の徹底を前提として、人数上限を最大

２０,０００人に緩和する実証調査を行うことができるものとする。実

証調査を希望する大規模施設においては、国（関係省庁及び内閣官房新

型コロナウイルス感染症対策推進室）及び都道府県に協議することと

し、各都道府県においては、施設等から実証調査の実施に係る申出・事

前相談があった場合には、その判断に当たって、あらかじめ国と十分に

連携すること。 
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（Ⅱ）収容率の目安 

 本事務連絡１．（２）①に準じること。 

 

（Ⅲ）営業時間の目安 

各都道府県知事が、地域の感染状況等に応じ、適切に判断すること。 

 

③催物の開催制限に係る施設及び収容人数が５,０００人を超えるよ

うな大規模施設以外の施設 

各都道府県知事が、営業時間の目安について、地域の感染状況等に

応じ、適切に判断すること。 

 

（３）その他の都道府県 

  令和３年２月４日付け事務連絡２．（３）のとおり取り扱うこと。 

 

３．外出の自粛等 

（１）特定都道府県 

①外出についての考え方 

法第４５条第１項に基づき、日中も含めた不要不急の外出・移動の自

粛について協力の要請を行うものとすること。特に、２０時以降の不要

不急の外出自粛について、住民に徹底すること。なお、その際、不要不

急の都道府県間の移動や、感染が拡大している地域への不要不急の移動

は、極力控えるように促すこと。 

医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場へ

の出勤、屋外での運動や散歩など、生活や健康の維持のために必要なものに

ついては外出の自粛要請の対象外とする。 

 

②旅行についての考え方 

卒業旅行をはじめとする不要不急の旅行については、自粛を働きかけ

ること。 

 

（２）特定都道府県の対象から除外された都道府県 

①外出についての考え方 

当面、法第２４条第９項に基づき、日中も含めた不要不急の外出の自

粛について協力の要請を行うこと。その後、地域の感染状況等を踏まえ

ながら、段階的に緩和すること。 
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②旅行についての考え方 

大人数での会食を避ける観点から、卒業旅行をはじめとする旅行の

うち、そうしたことが徹底されないものについては、当面、自粛・延期

を促すこと。また、時と場所が分散される「分散型旅行」を図り、なる

べく混雑しない平日の間での行動などを働きかけること。 

特定都道府県及び感染が拡大している地域への旅行については、慎

重な検討を求めること。 

発熱等の症状がある場合は、旅行を控えるよう促すこと。 

 

（３）その他の都道府県 

①外出についての考え方 

感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、政府

と連携して、外出の自粛に関して速やかに住民に対して必要な協力の要請等

を行うこと。 

 

②旅行についての考え方 

大人数での会食を避ける観点から、卒業旅行をはじめとする旅行の

うち、そうしたことが徹底されないものについては、当面、自粛・延期

を促すこと。また、時と場所が分散される「分散型旅行」を図り、なる

べく混雑しない平日の間での行動などを働きかけること。 

特定都道府県及び感染が拡大している地域への旅行については、慎

重な検討を求めること。 

発熱等の症状がある場合は、旅行を控えるよう促すこと。 

 

４．会食の場面等における感染防止対策の徹底 

令和３年２月２５日新型コロナウイルス感染症分科会から、「緊急事態

宣言解除後の地域におけるリバウンド防止策についての提言」が政府に

対してなされたところ。提言を踏まえ、感染リスクが高いと考えられる

会食の場面における感染防止対策を徹底するため、関係府省庁及び各都

道府県は、下記の事項について、適切な対応を図られたい。 

 

・関係省庁及び特定都道府県の対象から除外された都道府県は、緊急事

態宣言解除後、当面、実施すべきものとして、別紙４「緊急事態宣言

解除後地域における当面の間の会食の在り方」及び別紙５「緊急事態

宣言解除後地域における当面の間の生活の在り方」を基に国民に、別
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紙６「緊急事態宣言解除後地域における当面の間の飲食業の在り方」

を基に業界団体に周知すること。なお、関係府省庁及び各都道府県

は、国民に対して、緊急事態宣言の対象であった地域とそれ以外の地

域との間の往来の際にも、これらの事項に留意するよう周知するこ

と。 

・関係府省庁及び各都道府県は、国民に対して、飲食店を利用する際に

は、飲食店から求められる感染防止策に協力するよう周知すること。

また、飲食店の感染防止策の支援に努めること。 

・関係府省庁は、飲食店に係る業界団体に対して、業種別ガイドライン

の遵守状況を評価し認定する業界団体独自の制度を、専門家とも連携

の上で、構築するよう働きかけること。 

・各都道府県は、ステッカーなどを用いた独自の認証制度を実施又は強

化すること。 

 

 



施設利用・イベント関係の主な緊急事態措置の概要

（基本的な考え方）
• 1/8以降、緊急事態措置として講じてきた取組を徹底する。具体的には、

 緊急事態措置を実施すべき区域においては、感染リスクの高い場面に効果的な対策を徹
底する。

 飲食を伴うものを中心として対策を講じることとし、その実効性を上げるために、飲食につな
がる人の流れを制限することを実施する（具体的には、飲食店等に対する営業時間短縮要
請、外出自粛、テレワークの推進等の取組を強力に推進する。）。

 業種別ガイドライン等を遵守するよう要請する。

＜施設利用関係＞
施設の
種類

施 設 緊急事態宣言での措置

飲食店
飲食店（居酒屋を含む。）、喫茶店 等（宅配・テークア
ウトサービスは除く。） ・20時までの営業時間短縮、11時から19時までの酒類提供

を要請
遊興施設

接待※を伴う飲食店等で、食品衛生法の飲食店営業
許可を受けている店舗

＜イベント関係＞

人数上限5,000人、かつ、収容率50％以下の要件に厳格化（あわせて、20時までの営業時間短縮の働きかけ）

（その他留意事項）
• 卒業式等については、人と人との間隔を十分に確保する等、適切な開催方法を検討するよう働きかける。
• 飲食につながる謝恩会及びこれに類するものは、自粛を働きかける。また卒業旅行をはじめとする不要不急の旅行も、自

粛を働きかける。

【別紙１】

※ここでの「接待」とは飲食店の接客従事者等によるものを意味する。



特定都道府県における緊急事態措置以外の対応

＜施設利用関係＞

施 設 緊急事態措置以外の対応

運動施設、遊技場

・20時までの営業時間短縮、19時までの酒類提供
・人数上限5,000人、かつ、収容率要件50%以下とする
こと

の働きかけ

劇場、観覧場、映画館又は演芸場

集会場又は公会堂、展示場

博物館、美術館又は図書館

ホテル又は旅館（集会の用に供する部分に限る。）

遊興施設（食品衛生法の飲食店営業許可を受けている店舗及び別途
通知する施設を除く。）

・20時までの営業時間短縮、19時までの酒類提供
の働きかけ

物品販売業を営む店舗（1000平米超）（生活必需物資を除く。）

サービス業を営む店舗（1000平米超）（生活必需サービスを除く。）



イベント開催制限等の段階的緩和について

※１ 大声での歓声、声援等がないことを前提としうる場合
※２ 大声での歓声、声援等が想定される場合等。異なるグループ間では座席を１席空け、同一グループ（５人以内に限る。）内では座席間隔を設けなくともよい。すなわち、
収容率は50%を超える場合がある。
※３ 施設の使用制限は、収容率要件など、必要な感染防止策を働きかける（人数上限なし）。
※４ 「まん延防止等重点措置」の際の制限は、その時々の状況に応じて判断。
※５ 必要な感染防止策（後記）が担保されることが前提。

収容率 人数上限 営業時間
短縮

緊急事態宣言
対象地域 50％ 5,000人 20時まで

大声なし※１
100％以内

大声あり※２
50％以内

5,000人
又は

収容定員50％以内（≦10,000人）
のいずれか大きい方 都道府県の判断

その他都道府県

5,000人
又は

収容定員50％以内
のいずれか大きい方※３

なし

経過措置
（約1か月、
～4/11 ）

注：エビデンスに基づく収容率
緩和を検討

注：エビデンスに基づく人数上限緩和を検討

注：大規模施設の分散退場等を全国の宣言解除後、実証調査。
実証開始前10,000人→実証開始後20,000人に緩和。

【別紙２】



（１）徹底した感染防止等（収容率50％を超える催物を開催するための前提）
① マスク常時着用の

担保
・マスク着用状況を確認し、個別に注意等を行い、マスクの常時着用を求める。
＊マスクを持参していない者がいた場合は主催者側で配布・販売を行い、マスク100％を担保。

② 大声を出さないこと
の担保

・大声を出す者がいた場合、個別に注意等ができるもの。
＊隣席の者との日常会話程度は可（マスクの着用が前提）
＊演者が歌唱等を行う場合、舞台から観客まで一定の距離を確保（最低2m）

（２）基本的な感染防止等
③ ①～②の奨励 ・①～②は、イベントの性質に応じて可能な限り実行（ガイドラインで定める）

＊マスク着用状況が確認でき、着用していない場合は個別に注意等を行うこと
＊大声を出す者がいた場合等、個別に注意等を行うこと（例：スポーツイベント等ではラッパ等の鳴り物を
禁止すること等）

④ 手洗 ・こまめな手洗の奨励

⑤ 消毒 ・主催者側による施設内（出入口、トイレ、ウイルスが付着した可能性のある場所等）の
こまめな消毒、消毒液の設置、手指消毒

⑥ 換気 ・法令等を遵守した空調設備の設置、こまめな換気

⑦ 密集の回避 ・入退場時の密集回避（時間差入退場等）、待合場所等の密集回避
＊必要に応じ、人員の配置、導線の確保等の体制を構築するとともに、入場口・トイレ・売店等の密集が
回避できない場合はそのキャパシティに応じ、収容人数を制限

⑧ 身体的距離の確保 ・大声を伴う可能性のあるイベントでは隣席との身体的距離の確保。具体的には、同一の観客
グループ間（５名以内に限る。）では座席を空けず、グループ間は１席（立席の場合１ｍ）空

ける。
・演者が発声する場合には、舞台から観客の間隔を２ｍ確保
・混雑時の身体的距離を確保した誘導、密にならない程度の間隔（最低限人と人とが触れ合わ
ない程度の間隔）

【別紙３】イベント開催時の必要な感染防止策①



（２）基本的な感染防止等（続き）
⑨ 飲食の制限 ・飲食用に感染防止策を行ったエリア以外での飲食の制限

・休憩時間中及びイベント前後の食事等による感染防止の徹底
・過度な飲酒の自粛
・食事は長時間マスクを外すことが想定され、隣席への飛沫感染のリスクを高めるため、収容
率が50％を超える場合、飲食可能エリア以外（例：観客席等）は原則自粛。
（発声がないことを前提に、飲食時以外のマスク着用担保、会話が想定される場合の飲食禁止、十分な換気等、
一定要件を満たす場合に限り、食事可。）

⑩ 参加者の制限 ・入場時の検温、入場を断った際の払い戻し措置
＊ただし、発熱者・有症状者の入場は断る等のルールをイベント開催前に明確に規定し、当該規定を十分周知
している場合は払い戻し不要。

⑪ 参加者の把握 ・可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握
・接触確認アプリ（COCOA）や各地域の通知サービスの奨励
＊アプリのQRコードを入口に掲示すること等による具体的な促進措置の導入

⑫ 演者の行動管理 ・有症状者は出演・練習を控える
・演者・選手等と観客が催物前後・休憩時間等に接触しないよう確実な措置を講じるとともに、
接触が防止できないおそれがあるイベントについては開催を見合わせる

・合唱等、声を発出する演者間での感染リスクへの対処
⑬ 催物前後の行動管理 ・イベント前後の感染防止の注意喚起

＊可能な限り、予約システム、デジタル技術等の活用により分散利用を促進

⑭ ガイドライン遵守の
旨の公表

・主催者及び施設管理者が、業種別ガイドラインに従った取組を行う旨、HP等で公表

（３）イベント開催の共通の前提
⑮ 入退場やエリア内の

行動管理
・広域的なこと等により、入退場や区域内の行動管理ができないものは開催を慎重に検討
＊来場者の区画を限定、管理した花火大会などは可。具体的には、①身体的距離の確保、②密集の回避、③飲食
制限、④大声禁止、⑤催物前後の行動管理、⑥連絡先の把握等を担保することが求められる。

⑯ 地域の感染状況に応
じた対応

・大規模イベントは、事前に収容率制限等も含めて都道府県と相談
・地域の感染状況の変化があった場合は柔軟に対応

※上記のうち、基本的な感染防止等が徹底されていない場合、従来の目安（人数上限5,000人又は収容率要件50％のいずれか小さいほう）を
原則として、各都道府県が個別のイベント開催について適切に判断すること。

イベント開催時の必要な感染防止策②



緊急事態宣言解除後地域における当面の間の会食の在り方

食事は短時間で、深酒をせず、大声を出さず、
会話の時はマスクを着用。

人数が増えるほどリスクが高まる。できるだけ、
同居家族以外では

いつも近くにいる4人まで。

換気が良く、座席間の距離も十分で、
適切な大きさのアクリル板も設置され、

混雑していない店を選択。

『本文書は、これまでの経験を踏まえ、感染リスクが高いと考えられる場（飲み会）を想定して作成されたものである。』

【別紙４】



緊急事態宣言解除後地域における当面の間の生活の在り方

卒業旅行、謝恩会、歓送迎会は控えて。
花見は宴会なしで。

外出はすいた時間と場所を選んで。
特に平日・休日ともに混雑した場所での食事は控えて。

仕事は組織トップが決意を示し、リモートワークで。

【別紙５】



Ⅰ．【店内換気】二酸化炭素濃度測定器を用いて店内を測定し、二酸化炭素濃度が一
定水準（目安1,000ppm）を超えないように換気や収容人数を調整する。なお、二酸
化炭素濃度が一定水準を超えた場合に自動的に換気が行われる技術を導入する方法も
ありうる。

Ⅱ．【人数】１グループは同居家族以外ではいつも近くにいる4人までとする。

Ⅴ．【その他】①席の近くに消毒液を設置。②店舗入口等の掲示にて食事中以外のマ
スク着用及び体調不良者の入店お断りをお願い。③体調の悪い人、感染や濃厚接触の
可能性のある人がキャンセルできるような方針を業界団体で検討。

Ⅳ．【大声】店内で会話の声が大きくならないようBGMの音量を最小限にするなど工
夫する。

緊急事態宣言解除後地域における当面の間の飲食業の在り方

Ⅲ．【間隔確保】①同一グループ内の人と人との間隔、及び、②他のグループとの
テーブル間の距離、を一定以上（目安１～２ｍ）に確保する。なお、距離の確保が困
難な場合には、飛沫の飛散防止に有効な遮蔽板（アクリル板等）等を設置するなど工
夫する。

【別紙６】
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